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1.  平成22年12月期第3四半期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第3四半期 90,199 34.4 11,066 124.8 10,595 107.7 6,062 100.5
21年12月期第3四半期 67,099 ― 4,923 ― 5,100 ― 3,023 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年12月期第3四半期 145.62 ―
21年12月期第3四半期 73.97 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第3四半期 89,880 59,383 65.7 1,400.74
21年12月期 80,902 55,592 66.7 1,319.71

（参考） 自己資本   22年12月期第3四半期  59,074百万円 21年12月期  53,936百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ― 15.00 ― 25.00 40.00
22年12月期 ― 25.00 ―
22年12月期 

（予想）
― ―

3.  平成22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 115,000 20.4 12,000 47.4 11,700 38.6 6,900 41.0 166.66



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きが実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含
まれています。そのため、さまざまな要因の変化により、実際の業績は記述されている将来の見通しとは大きく異なる結果となる可能性があることをご承知
おき下さい。 
 平成22年12月期の１株当たり配当金につきましては、当社グループを取り巻く事業環境は引き続き不透明であり、今後の市場動向を見据えた上で公表
する予定であります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.03「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期3Q  42,206,540株 21年12月期  41,471,826株
② 期末自己株式数 22年12月期3Q  32,751株 21年12月期  601,817株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期3Q  41,632,906株 21年12月期3Q  40,870,404株
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当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年９月30日）の経済情勢は、企業収益の改善傾
向や個人消費の持ち直しなど、景気回復の兆しがみられましたが、海外経済の不透明感からの急激な円高
傾向や企業の設備投資抑制により、依然として厳しい状況で推移いたしました。また、為替は前年同期に
比べ米ドルは円高、ユーロは大幅な円高で推移しました。 
 当社グループ関連市場においては、レーザープリンター市場は拡大し、デジタルカメラ市場およびドキ
ュメントスキャナー市場は堅調に推移しました。情報関連市場は、企業におけるソフトウエア投資の抑制
により低調に推移いたしました。 
 このような環境下において当社グループは、世界トップレベルの高収益企業を目指し、生産性向上活
動、３Ｒ(リデュース、リユース、リサイクル)環境活動に全社員で取り組み、経営全般にわたりムダ排除
を徹底的に行い、利益体質の向上に注力いたしました。 
 これらの結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は901億99百万円（前年同期比34.4％増）、連
結経常利益は105億95百万円（前年同期比107.7％増）、連結四半期純利益は60億62百万円（前年同期比
100.5％増）となりました。 
  
(部門別の状況） 

【コンポーネント部門】 
 デジタル一眼レフカメラ用シャッターユニットは、前期に引き続き需要が好調で販売数量が増加しまし
た。また、コンパクトカメラ用シャッターユニットおよび交換レンズ用絞りユニットについても堅調に受
注を伸ばしました。 
 レーザープリンター用およびデジタル複写機用のレーザースキャナユニットは、景気回復の影響により
増収となりました。 
 これらの結果、当部門の売上高は496億66百万円（前年同期比40.3%増）、営業利益は86億19百万円（前
年同期比154.2%増）となりました。 
  
【電子情報機器他部門】 
 電子情報機器他部門では、業務用ドキュメントスキャナーは、低価格ワークグループタイプ機の受注が
好調に推移し、また、中国をはじめアジア地域での受注が伸び、売上は堅調に推移しました。 
 情報関連事業は、ログマネジメントサービス、名刺管理サービス、顧客情報管理システムなど積極的に
受注拡大に注力しましたが、企業の情報化投資抑制により、低調に推移しました。 
 これらの結果、当部門の売上高は405億33百万円（前年同期比27.9%増）、営業利益は31億12百万円（前
年同期比38.7%増）となりました。 
  

当第３四半期連結累計期間においては、主に税金等調整前四半期純利益と減価償却費により、営業キャ
ッシュ・フローは118億90百万円の収入（前年同期比72億51百万円増）となりました。また投資キャッシ
ュ・フローは新製品投資および生産能力増強のための設備投資を中心に18億31百万円の支出(前年同期比
42億６百万円減)となり、フリーキャッシュ・フローは100億58百万円の収入（前年同期比114億58百万円
増）となりました。一方、財務キャッシュ・フローは配当金の支払等により20億28百万円の支出(前年同
期比２億48百万円増)となり、これらの結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は
229億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ100億96百万円増加しました。 

  

今後の経営環境は、景気は持ち直してきているものの先行きに対する不透明感は強く、厳しい状況が続
くものと予想されます。また、個人消費の減少、デフレ長期化の懸念等、依然として予断を許さない状況
が続いております。 
 通期の業績見通しといたしましては、平成22年７月21日に公表いたしました業績予想に変更ありませ
ん。 
（連結売上高1,150億円、連結営業利益120億円、連結経常利益117億円、連結当期純利益69億円） 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が
ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定
しております。 

②棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出につきましては、実地棚卸を省略し、前連結会計年
度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産につきましては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して
算定する方法によっております。 

④繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、経営環境等の著しい変化が生じておらず、か
つ、一時差異等の発生状況について前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められる場合に
は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に
よっております。なお、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じ、または、一時差
異等の発生状況に大幅な変動が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業
績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によって
おります。 

  

①請負工事及び受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の計上基準の変更 

請負工事及び受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の計上基準について、従来、一部の国
内連結子会社において、開発期間が１年以上かつ受注金額が１億円以上の受託開発について工事進
行基準を、その他の取引については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会
計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、
第１四半期連結会計期間に着手した契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる契約については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例
法）を、その他の契約については工事完成基準を適用しております。 
 なお、当該変更により、当第３四半期連結累計期間に与える影響およびセグメント情報に与える
影響は軽微であります。 

②「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年
12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、
「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する
会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま
す。 
  

該当事項はありません。 

  

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,968 14,945

受取手形及び売掛金 20,167 17,965

商品及び製品 1,471 1,526

仕掛品 4,046 3,730

原材料及び貯蔵品 95 90

繰延税金資産 1,199 752

その他 1,783 1,514

貸倒引当金 △20 △24

流動資産合計 51,712 40,500

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,564 14,121

機械装置及び運搬具（純額） 2,988 4,228

工具、器具及び備品（純額） 1,951 2,006

土地 12,537 12,528

建設仮勘定 1,076 562

有形固定資産合計 32,118 33,447

無形固定資産

のれん 925 1,368

その他 1,309 1,572

無形固定資産合計 2,235 2,940

投資その他の資産

繰延税金資産 1,893 1,898

その他 1,943 2,144

貸倒引当金 △23 △29

投資その他の資産合計 3,813 4,013

固定資産合計 38,167 40,402

資産合計 89,880 80,902
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 19,753 16,145

未払費用 1,010 1,453

未払法人税等 2,833 2,518

賞与引当金 1,752 423

役員賞与引当金 30 27

その他 1,912 1,486

流動負債合計 27,292 22,055

固定負債

退職給付引当金 2,718 2,787

役員退職慰労引当金 307 271

永年勤続慰労引当金 46 46

負ののれん 3 4

その他 128 145

固定負債合計 3,204 3,255

負債合計 30,497 25,310

純資産の部

株主資本

資本金 4,969 4,969

資本剰余金 9,595 9,040

利益剰余金 45,191 41,651

自己株式 △69 △1,278

株主資本合計 59,686 54,383

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 58 82

為替換算調整勘定 △670 △529

評価・換算差額等合計 △611 △447

新株予約権 249 211

少数株主持分 59 1,444

純資産合計 59,383 55,592

負債純資産合計 89,880 80,902
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 67,099 90,199

売上原価 53,584 70,333

売上総利益 13,514 19,866

販売費及び一般管理費 8,591 8,800

営業利益 4,923 11,066

営業外収益

受取利息及び配当金 11 19

為替差益 216 －

受取賃貸料 － 45

助成金収入 － 14

雑収入 108 49

営業外収益合計 337 128

営業外費用

支払利息 3 3

為替差損 － 544

持分法による投資損失 － 9

投資事業組合運用損 152 18

株式事務委託解約損 － 18

雑損失 4 6

営業外費用合計 160 600

経常利益 5,100 10,595

特別利益

関係会社株式売却益 － 2

投資有価証券売却益 96 0

貸倒引当金戻入額 22 2

退職給付引当金戻入額 22 －

投資有価証券清算益 － 1

新株予約権戻入益 － 4

その他 2 －

特別利益合計 143 11

特別損失

固定資産除売却損 31 217

関係会社株式売却損 － 27

投資有価証券評価損 49 56

減損損失 － 97

事務所移転費用 － 61

固定資産臨時償却費 － 93

ソフトウエア評価損 － 49

その他 21 －

特別損失合計 102 604

税金等調整前四半期純利益 5,141 10,002

法人税、住民税及び事業税 2,788 4,420

法人税等調整額 △511 △432

法人税等合計 2,276 3,987

少数株主利益 △157 △47

四半期純利益 3,023 6,062

キヤノン電子㈱　（7739）　平成22年12月期　第3四半期決算短信キヤノン電子㈱　（7739）　平成22年12月期　第3四半期決算短信

――　6　――



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,141 10,002

減価償却費 4,351 3,147

固定資産臨時償却費 － 93

減損損失 － 97

のれん償却額 399 345

ソフトウエア評価損 － 49

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,585 1,328

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △74 △69

受取利息及び受取配当金 △11 △19

支払利息 3 3

有形固定資産除売却損益（△は益） 7 215

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △46 56

損害賠償損失 13 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 24

売上債権の増減額（△は増加） △2,002 △2,193

たな卸資産の増減額（△は増加） △360 △273

仕入債務の増減額（△は減少） △1,467 3,584

その他 △404 △437

小計 7,115 15,958

利息及び配当金の受取額 15 19

利息の支払額 △3 △3

損害賠償金の支払額 △13 －

法人税等の支払額 △2,474 △4,084

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,638 11,890

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,719 △1,555

有形固定資産の売却による収入 0 85

無形固定資産の取得による支出 △247 △95

投資有価証券の取得による支出 △1 △345

投資有価証券の売却による収入 162 －

関係会社株式の取得による支出 △17 －

関係会社株式の売却による収入 － 93

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△412 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △57

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

123 －

貸付けによる支出 △68 －

貸付金の回収による収入 28 55

その他 114 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,037 △1,831

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 60 50

長期借入金の返済による支出 △1 △0

配当金の支払額 △1,838 △2,073

その他 △0 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,779 △2,028

現金及び現金同等物に係る換算差額 △58 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,237 8,023

現金及び現金同等物の期首残高 16,109 14,945

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,872 22,968
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該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
  
(注) 1. 事業区分の方法 

  売上集計区分を事業区分としております。 

2. 各事業区分の主要製品 

  コンポーネント……磁気コンポーネント・レーザースキャナーユニット 

  電子情報機器他……ドキュメントスキャナー・ハンディターミナル・レーザープリンター 

精密加工・情報セキュリティ・顧客情報管理システム 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日) 

  

 
  
(注) 1. 事業区分の方法 

  売上集計区分を事業区分としております。 

2. 各事業区分の主要製品 

  コンポーネント……磁気コンポーネント・レーザースキャナーユニット 

  電子情報機器他……ドキュメントスキャナー・ハンディターミナル・レーザープリンター 

精密加工・情報セキュリティ・顧客情報管理システム 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

コンポーネント
(百万円)

電子情報機器他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

35,400 31,699 67,099 ― 67,099

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

58 480 538 (538) ―

計 35,458 32,179 67,637 (538) 67,099

営業利益 3,391 2,244 5,635 (712) 4,923

コンポーネント
(百万円)

電子情報機器他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

49,666 40,533 90,199 ― 90,199

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

95 782 877 (877) ―

計 49,761 41,315 91,077 (877) 90,199

営業利益 8,619 3,112 11,731 (665) 11,066
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前第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

  

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日) 

  

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注) 1. 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米……アメリカ、カナダ 

欧州……イギリス、ドイツ、フランス 

アジア他……台湾、中国、マレーシア 

2. 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日) 

  

 
(注) 1. 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米……アメリカ、カナダ 

欧州……イギリス、ドイツ、フランス 

アジア他……台湾、中国、マレーシア 

2. 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

北米 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,017 2,620 6,544 13,182

Ⅱ 連結売上高(百万円) 67,099

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

6.0 3.9 9.7 19.6

北米 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,886 3,141 9,965 17,993

Ⅱ 連結売上高(百万円) 90,199

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

5.4 3.5 11.0 19.9
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当社は、平成22年２月１日付で、連結子会社であるアジアパシフィックシステム総研株式会社

（現、ASPAC株式会社）を株式交換により完全子会社としております。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間において、資本剰余金が４百万円、利益剰余金が174百万

円、自己株式が788百万円減少しております。 

 また、平成22年５月１日付で、連結子会社であるイーシステム株式会社を株式交換により完全子会

社としております。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が559百万円増加し、利益剰余金が272百

万円、自己株式が424百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末において、資本剰余金が9,595百万

円、利益剰余金が45,191百万円、自己株式が69百万となっております。 

  

  

  

  

  

  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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